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新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言の 

対象地域の拡大を踏まえた対応について 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止について、令和３年１月 13日に緊急事態

宣言の対象地域が東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の１都３県から栃木県、岐阜県、

愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県を含む１都２府８県に拡大された。緊急事態

宣言を踏まえた工事及び業務の対応については「新型コロナウイルス感染症に係る緊

急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応について」（令和３年１月７日付け国会公契

第 29号、国官技第 251 号、国官総第 151 号、国営管第 412号、国営計第 118号、国港

総第 514 号、国港技第 65 号、国空予管第 580 号、国空空技第 282 号、国空交企第 206

号、国北予第 46号）において通知したところであるが、１都３県に加え、拡大された

地域の工事及び業務の対応についても、同通知に基づき、遺漏なきよう措置されたい。 


